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森林・山村多面的機能発揮対策交付金により鳥獣による森林被害の防止等に 

係る電気さくを設置する場合の安全確保について 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

活動組織の皆さまにおかれましては、本交付金の効果的かつ適正な執行につきまして、格

別なるご理解ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、昨年７月、鳥獣被害防止のために設置された電気さくに起因する死傷事案が発生い

たしました。これを受け、電気工事士法施行規則（昭和三十五年通商産業省令第九十七号）

の一部が改正され、「電気工事士の作業を要しない電気さく」について、事故防止上、特に

重要な「電気さく用電源装置を利用した電気さく」に限定されました。この改正により、電

気さく用電源装置を用いない電気さくを設置する場合は、電気工事士が電気事業法（昭和三

十九年法律第百七十号）の技術基準に適合するよう設置しなくてはならないこととなりま

す。これに違反した場合は、罰則が適用されます。なお、市販されている電気さく用電源装

置を用いた電気さくについては、従来通り、無資格者であっても設置することが可能です。 

 つきましては、「電気さくの正しい設置方法」に関するポスターとパンフレットを添付し

ますので、事故の再発防止対策を講じていただきますようお願い申し上げます。なお、設置

と撤去を繰り返す場合は、設置の都度、危険である旨の表示を行うなど、適切な安全対策対

策を講じてください。 

敬具 

 

（添付資料） 

 ・ポスター「電気さくの正しい設置方法」 

 ・パンフレット「電気さくの正しい設置方法」 
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